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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 19,913 6.3 1,007 3.5 1,142 0.4 510 △13.3

22年3月期第2四半期 18,731 △31.0 973 △59.7 1,137 △56.4 588 △59.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 7.47 ―

22年3月期第2四半期 8.62 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 58,761 36,005 60.5 520.64
22年3月期 62,110 37,465 59.2 538.84

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  35,543百万円 22年3月期  36,790百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 22.00 22.00

23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 10.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 44,500 △8.8 2,800 △39.1 2,950 △39.3 1,650 △46.2 24.17



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸
表に対する四半期レビュー手続きが実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四
半期決算短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.４「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 70,424,226株 22年3月期  70,424,226株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  2,154,888株 22年3月期  2,147,450株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 68,272,287株 22年3月期2Q 68,297,267株
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、アジア向け輸出の伸長や政府の経済対策による個

人消費の改善により緩やかな持ち直しの傾向が見られました。このため企業収益は回復基調となりまし

たが、一方で、雇用環境は依然として厳しく、設備投資も低い水準で推移しております。また、円高の

進行やデフレの影響に加え、海外景気の下振れ懸念もあることから、日本経済全体としては先行き不透

明な状況が続いております。 

当社グループの関係しております情報通信関連業界におきましては、移動通信関連分野では移動通信

事業者による基地局等の設備投資需要は引き続き低水準で推移しております。一方、放送関連分野では

地上波テレビ放送のデジタル化に向けた設備投資が急ピッチで進められておりますが、中継局の規模は

小型化しております。高周波応用機器業界におきましては、自動車関連業界において生産は回復傾向と

なり、設備投資需要も水準自体は依然として低いものの、一時に比べ回復傾向にあります。なお、情報

通信関連業界・高周波応用機器業界ともに価格競争が激化していることから、受注を巡る環境は厳しい

ものとなっております。 

このような情勢の中で、当第２四半期連結累計期間における当社グループの受注高は、高周波関連事

業が最悪期を脱しつつあることから前年同期比6.8％増の239億８千５百万円となり、売上高につきまし

ても、前年同期比6.3％増の199億１千３百万円となりました。  

利益の面では、営業利益は前年同期比3.5％増の10億７百万円、経常利益は前年同期比0.4％増の11億

４千２百万円となり、四半期純利益につきましては、前年同期比13.3％減の５億１千万円となりまし

た。 

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

 

①電気通信関連事業 

当事業では、移動通信関連分野においては、携帯電話等の高機能化に伴う通信量の増加に対応するた

め、通信品質向上に向けた設備投資は継続しておりますが、移動通信事業者による基地局等の設備投資

需要全体としては、需要の端境期が継続しております。基地局の小型化に伴う、鉄塔や工事の需要の低

迷に加え、アンテナを中心とした製品の納品についてもLTE等の次世代の投資を控えて設備投資が抑制傾

向にあります。一方、放送関連分野においては、2011年７月までに完全移行される地上波テレビ放送の

デジタル化へ向けて、地上デジタル放送の視聴可能エリアの構築は最終年度を迎えております。放送事

業者による設備投資は引き続き継続しておりますが、個別案件毎の中継局の規模は小型化しておりま

す。また、いずれの分野においても価格競争の激化により、受注環境は厳しさを増しております。この

ような環境のもと、当事業分野では多様な顧客ニーズに応えるべく製造・販売一体となって受注・売上

高の確保に向けて邁進すると共に、一層の原価低減活動の推進に努めてまいりました。結果として、受

注高は、前年同期比2.0％減の198億５千９百万円となりました。売上高については、工事進行基準売上

の対象工事増加による売上の増加はあったものの、前年同期比1.0％減の164億５千６百万円となりまし

た。 

 

②高周波関連事業 

当事業では、主要顧客である自動車関連業界において北米やアジア向け輸出の好調と国内でのエコカ

ー補助金の効果により生産は回復傾向となりましたが、設備投資需要は引き続き低い水準で推移してお

ります。当事業の主力であります高周波誘導加熱装置については、自動車関連業界の設備投資の抑制は

依然として継続しており、本格的な需要回復には至っておりませんが、世界同時不況に伴い著しく悪化

した状態からは持ち直しの傾向にあります。また、熱処理受託加工については、自動車関連業界の生産

回復に伴い、需要についても回復傾向にあります。しかしながら、円高やエコカー補助金終了等の影響

により今後の需要動向は読みにくいものとなっております。このような事業環境のもと、当事業分野と

いたしましては、利益の確保に向けて従来からの原価低減活動に加え、組織変更による構造改革の成果

の実現に向けて邁進し、受注・売上高の確保に取り組んでまいりました。その結果、受注高は、前年同

期比88.1％増の41億２千６百万円、売上高は前年同期比63.7％増の34億５千２百万円となりました。 
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(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

（総資産） 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ33億４千９百万円減少し587億６千１

百万円となりました。 

 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ30億９千９百万円減少し432億４千９百万円となりました。その主

な要因は、前連結会計年度に係る配当金、及び法人税等の支払等により現金及び預金が21億６千７百万円

減少したほか、当第２四半期会計期間における売上高が前第４四半期会計期間に比べて減少したことなど

により受取手形を含む売掛債権が18億４千１百万円減少したこと等が挙げられます。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ２億５千万円減少し155億１千２百万円となりました。その主な要

因は、退職給付引当金の増加ならびに保有株式等の時価評価等に伴う税効果会計の影響により繰延税金資

産が３億７千９百万円増加しましたが、一方で投資有価証券が５億５千４百万円減少したこと等が挙げら

れます。 

 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ23億６千万円減少し102億６千６百万円となりました。その主な要

因は、売掛債権の減少と同様に当第２四半期会計期間における売上高が前第４四半期会計期間に比べ電気

通信関連事業を中心に減少したことなどから、それらに係わる仕入が減少したため、支払手形を含む仕入

債務が前連結会計年度末に比べ13億２千２百万円減少したほか、未払法人税等も前連結会計年度に係る部

分の支払等により６億２千８百万円減少したこと等が挙げられます。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ４億７千１百万円増加し124億９千万円となりました。その主な要

因は、退職給付引当金が３億９千４百万円増加したこと等が挙げられます。 

 

（純資産） 

純資産は、前連結会計年度末に比べ14億６千万円減少し360億５百万円となりました。その主な要因は、

四半期純利益の計上により５億１千万円増加した一方で配当金の支払により15億２百万円減少するなど、

結果として利益剰余金が９億９千１百万円減少したほか、保有している株式等の時価総額の下落により、

その他有価証券評価差額金が２億５千４百万円減少したこと等が挙げられます。 

 

 (3) 連結業績予想に関する定性的情報 

今後の見通しにつきましては、国内景気の回復の動きが足踏み状態となっており、為替レートや海外景

気の動向によっては下押しのリスクも存在することから、未だ予断を許さない状況にあります。また、当

社グループを取り巻く環境も価格競争の激化により、厳しい状況が想定されております。連結の業績予想

につきましては、現時点においては平成22年５月14日の決算発表時に公表した予想通りであり、現段階に

おける業績予想の修正はありません。 
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２．その他の情報 

(1) 重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等

の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを利用する方法によっております。 

 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３

月31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ１百万円、税金等調整前四半期純利益が76百万円減少して

おります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は48百万円であります。 

②表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書関係） 

 前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「コミットメントフィー」

は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしてお

ります。なお、前第２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「コミットメントフィ

ー」は８百万円であります。 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規

則の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累

計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

 

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。 
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３. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

当第２四半期 
連結会計期間末 

(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,212 26,379

受取手形・完成工事未収入金等 11,968 13,809

未成工事支出金 1,989 804

その他のたな卸資産 4,222 3,655

繰延税金資産 632 647

その他 227 1,068

貸倒引当金 △2 △17

流動資産合計 43,249 46,348

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,682 9,656

機械装置及び運搬具 7,121 7,163

土地 2,146 2,147

リース資産 155 136

建設仮勘定 84 77

その他 4,685 4,706

減価償却累計額 △17,406 △17,178

有形固定資産合計 6,469 6,709

無形固定資産 220 140

投資その他の資産   

投資有価証券 3,135 3,690

長期貸付金 35 35

繰延税金資産 4,448 4,068

その他 1,350 1,307

貸倒引当金 △148 △190

投資その他の資産合計 8,822 8,912

固定資産合計 15,512 15,762

資産合計 58,761 62,110
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(単位：百万円)

当第２四半期 
連結会計期間末 

(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 7,226 8,549

短期借入金 230 230

リース債務 32 28

未払法人税等 802 1,430

未成工事受入金 247 12

完成工事補償引当金 86 103

製品保証引当金 63 48

賞与引当金 769 744

役員賞与引当金 － 125

工事損失引当金 39 －

その他 769 1,352

流動負債合計 10,266 12,626

固定負債   

長期借入金 130 130

リース債務 87 86

退職給付引当金 11,569 11,174

役員退職慰労引当金 654 627

資産除去債務 48 －

固定負債合計 12,490 12,018

負債合計 22,756 24,644

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,774 8,774

資本剰余金 9,688 9,688

利益剰余金 18,016 19,007

自己株式 △747 △743

株主資本合計 35,731 36,726

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △126 128

為替換算調整勘定 △61 △64

評価・換算差額等合計 △187 63

少数株主持分 461 675

純資産合計 36,005 37,465

負債純資産合計 58,761 62,110
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(2) 四半期連結損益計算書 
 【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

完成工事高 9,188 9,026

製品売上高 9,538 10,882

その他の事業売上高 4 4

売上高合計 18,731 19,913

売上原価   

完成工事原価 7,187 7,400

製品売上原価 7,802 8,838

その他の事業売上原価 1 2

売上原価合計 14,991 16,241

売上総利益   

完成工事総利益 2,001 1,626

製品売上総利益 1,735 2,043

その他の事業総利益 2 2

売上総利益合計 3,739 3,672

販売費及び一般管理費 2,766 2,665

営業利益 973 1,007

営業外収益   

受取利息 21 11

受取配当金 104 69

保険解約返戻金 49 －

物品売却益 20 30

その他 68 78

営業外収益合計 264 189

営業外費用   

支払利息 7 7

コミットメントフィー － 20

為替差損 80 26

その他 11 0

営業外費用合計 99 54

経常利益 1,137 1,142

特別利益   

固定資産売却益 4 20

貸倒引当金戻入額 8 56

完成工事補償引当金戻入額 39 14

製品保証引当金戻入額 82 －

その他 11 29

特別利益合計 145 121
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

特別損失   

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 14 7

投資有価証券評価損 257 154

たな卸資産処分損 17 18

貸倒引当金繰入額 31 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 74

その他 2 1

特別損失合計 324 257

税金等調整前四半期純利益 957 1,005

法人税、住民税及び事業税 351 680

過年度法人税等 － 73

法人税等調整額 △23 △189

法人税等合計 328 564

少数株主損益調整前四半期純利益 － 441

少数株主利益又は少数株主損失（△） 40 △68

四半期純利益 588 510
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(3) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(4) セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 

 

電気通信 

関連事業 

(百万円) 

高周波 

関連事業 

(百万円) 

設備貸付事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高   

(1)外部顧客に対する
売上高 

16,618 2,109 4 18,731 － 18,731

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

3,112 837 194 4,144 (4,144) －

計 19,730 2,946 199 22,876 (4,144) 18,731

営業利益又は営業損失
（△） 

1,213 △377 133 968 4 973

(注) １ 事業の区分の方法は、当社の売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

事業区分 主要な内容 

電気通信関連事業 各種アンテナ・反射板・鉄塔・鉄構 

各種電気通信用機器、鉄骨等の鍍金加工 

各種電気通信施設等の建設工事 

高周波関連事業 高周波誘導加熱装置並びに関連機器 

プラズマ用ほか各種高周波電源、高周波熱処理受託加工 

設備貸付事業 事務所の賃貸、土地の賃貸 

３ 会計処理基準等の変更 

第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）

を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「電気通信関連事業」におい

て、売上高が484百万円、営業利益が108百万円それぞれ多く計上されております。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略いたしました。 

 

【海外売上高】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略いたしました。 
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【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、製品・サービス別の事業単位を置き、各事業単位は、取り扱う製品・サービスについて、グループ会社を

含め包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社は、事業単位を基礎とし、製品・サービスの種類、提供方法、販売市場等に基づき「電気通信関

連事業」及び「高周波関連事業」の２つを報告セグメントとしております。 

各報告セグメントの主要な内容は以下のとおりです。 

報告セグメント 主要な内容 

電気通信関連事業 各種アンテナ・反射板・鉄塔・鉄構 

各種電気通信用機器、鉄骨等の鍍金加工 

各種電気通信施設等の建設工事 

高周波関連事業 高周波誘導加熱装置並びに関連機器 

プラズマ用ほか各種高周波電源、高周波熱処理受託加工 

 

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント 
 

電気通信 
関連事業 

高周波 
関連事業

計 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結損
益計算書計上
額(注)３ 

売上高  
 

  外部顧客への売上高 16,456 3,452 19,909 4 19,913 － 19,913

  セグメント間の内部売上
高又は振替高 

0 － 0 216 217 △217 －

計 16,456 3,452 19,909 221 20,130 △217 19,913

セグメント利益 1,727 346 2,073 150 2,223 △1,216 1,007

(注) １ 「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業を含んでおりま

す。 

２ セグメント利益の調整額△1,216百万円には、セグメント間取引消去△148百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△1,068百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17

号  平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。 

 

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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４．補足情報 

 

(1)生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

当第２四半期連結累計期間における生産実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

報告セグメント 生産高(百万円) 前年同四半期増減率(％) 

電気通信関連事業 7,931 △4.2

高周波関連事業 3,535 72.5

合計 11,466 11.0

(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 電気通信関連事業のうち、工事に係わる生産実績を定義することが困難であるため、上記生産実績から

除いて表示しております。 

 

②受注実績 

当第２四半期連結累計期間における受注実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

報告セグメント 
受注高 
(百万円) 

前年同四半期 

増減率(％) 

受注残高 
(百万円) 

前年同四半期 

増減率(％) 

電気通信関連事業 19,859 △2.0 17,126 △18.6

高周波関連事業 4,126 88.1 2,744 29.1

合計 23,985 6.8 19,871 △14.2

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

③売上実績 

当第２四半期連結累計期間における売上実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

報告セグメント 売上高(百万円) 前年同四半期増減率(％) 

電気通信関連事業 

 工事 9,026 △1.8

 設備・機材売上 7,429 △0.0

 電気通信関連事業小計 16,456 △1.0

高周波関連事業 3,452 63.7

報告セグメント計 19,909 6.3

その他 4 △3.7

合計 19,913 6.3

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業を含んでおります。 
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